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トリップ・チェイン型利用者均衡配分モデルが提案されているが，トリップ・チェイン別に直接需要関

数を定めるという仮定に依存しており，基本的に短期予測を想定している限界があった．一方，熊本

PT(パーソントリップ)調査の実務の検討途上で，将来人口分布に適合するように，現在のPTマスターデー

タに拡大係数を付与し，将来のマスターデータを予測するという手法 (拡大係数付与手法と呼ぶ) が提案さ

れ，実用化されている．本研究では，この2つの方法を組み合わせることで，長期の予測モデルにおいて

も，トリップ・チェインの特性を考慮し，交通混雑と需要変動の整合性を考慮した簡易なモデルが構築で

きることを示す．また，このモデルの妥当性の検証方法も提示する． 

 

Key Words : future travel forecasting, long-term forecasting, trip-chain, expansion factor, cohort method 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究の背景・目的  

実務で利用される交通需要予測の改良に向けて様々な

モデルが提案されてきた1)．その中で簡易な方法として，

トリップ・チェイン型利用者均衡配分モデルが提案2)，3)

されているが，トリップ・チェイン別に直接需要関数を

定めるという仮定に依存しており，基本的に短期予測を

想定している限界があった．一方，熊本PT (パーソント

リップ) 調査の実務の検討途上で，将来人口分布に適合

するように，現在のPTマスターデータに拡大係数を付

与し，将来のマスターデータを予測するという手法 (拡

大係数付与手法と呼ぶ) が提案され，実用化されている．

本研究では，この2つの方法を組み合わせることで，長

期の予測モデルにおいても，トリップ・チェインの特性

を考慮し，交通混雑と需要変動の整合性を考慮した簡易

なモデルが構築できることを示す．また，このモデルの

妥当性の検証方法も提示する． 

一般的な将来交通量予測は将来人口をコーホート法に

より推計し，四段階推計を経て求められる．四段階推定

法は，実務で利用され，交通量のマクロの予測に優れた

性質を有しているものの，多くの問題点を抱えているこ

とが指摘されている．その中でも，実務面の問題として，

関連データの収集や予測モデルの推定にかかる費用と手

間がある．本研究は上述した将来交通量予測の簡易的な

手法の提案とその検証法を提示することを目的とする．  

提案手法の妥当性を検証するための，2時点のデータ

を利用した方法を提示する．  

 

 

2. トリップ・チェイン型利用者均衡配分 

 

 トリップ・チェイン型利用者均衡配分モデルは先行研

究 2), 3)で式(1) のように定式化されている． 
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ここで，   :リンクa 上の交通量，   :トリップ・チェ

インn の交通量，  ( ) :トリップ・チェインn の需要関

数，  
  :トリップ・チェイン  の経路  の交通量，

  :課金領域を通過する経路の集合，  :課金レベル，

    
  :各経路がリンクa を利用する時に1 ，利用しないと

きは0 となる変数である． 

  このモデルにより，混雑課金の設計問題4), 5) などの研

究が進められているが，基本的に短期の政策評価を想定

しており，長期予測を想定していないという限界があっ

た． 

 

 

3. 拡大係数付与手法による将来交通需要予測 

 

 通常将来需要予測には，四段階推定法などが利用

されるが，将来マスターデータを予測するという簡易

な手法が提案されている． 具体的には，熊本 PT (パー

ソントリップ) 調査の実務の検討途上で，将来人口分布

に適合するように，現在の PT マスターデータに拡大係

数を付与し，将来のマスターデータを予測するという手

法 (拡大係数付与手法と呼ぶ) が利用されている． 

このアイディアのオリジナルの発案は，京阪神 PT で

の適用事例であるが，筆者らの知る限り，その詳細が記

載された公表された資料はない．また，その手法の妥当

性の検証などはされておらず，研究の余地が残されてい

る．欧米の交通調査と比較して，日本の交通実態調査の

サンプル率は高く，現状のマスターデータが有する情報

量は大きい．その情報量を平易に活用する一手法として，

本手法の実務的価値は高い． 

 手順として，まずゾーン別の性年齢別 (自動車免許の

有無別) の将来人口をコーホート要因法で推計する．次

に，将来の属性別の利用者のトリップ・チェイン・パタ

ーンは，現時点のその属性のトリップ・チェイン・パタ

ーンと同一であるという仮定を設ける(図-1)．この仮定

に従えば，各ゾーンの将来の性年齢別人口に適合するよ

うに拡大係数を付与することが可能となり，簡便に将来

マスターデータを予測することができる．この仮定は，

例えば，将来の高齢者のトリップ・チェイン・パターン

は，現在の高齢者のものと同様であると想定しているこ

とになる． 

 この将来マスターデータを集計することで将来 OD表

が容易に構築できる．その将来 OD表を利用して固定需

要型の配分モデルを利用することが想定されている．た

だ，OD 表に集計した段階で，トリップ・チェインの情

報は失われてしまう課題がある．また配分レベルの混雑

現象の影響を反映した需要変動型のモデルへの展開が求

められる．  

 

 

図-1 属性別トリップ・チェイン・パターンの想定例 

 

 

4. トリップ・チェイン型利用者均衡配分の長期

予測における需要関数の設定法 

 

既存研究では，式(1)のトリップ・チェインの需要関

数は次のように設定されている． 

  (  )    
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ここで，   と  
  はそれぞれ政策評価時と現状のトリッ

プ・チェインn の最小コストであり，  
  が潜在需要と

なる．また，  は無次元パラメータで，需要弾力性を

表現する．   
  を現状の拡大係数とみなしてこの直接需

要関数型のモデルに適用すれば，短期的な需要予測への

適用が想定される． 

 ここで，  
  を，3 章で示した方法で求めた，将来ト

リップ・チェインの拡大係数を当てはめれば，本モデル

の長期予測への適用が可能である.  

本研究では，拡大係数付与手法とトリップ・チェイン

型利用者均衡配分の 2つの方法を組み合わせた手法を提

案した．長期の予測モデルにおいても，トリップ・チェ

インの特性を考慮し，交通混雑と需要変動の整合性を考

慮した優れたモデルとなる可能性がある． 

 

 

5. 提案手法の検証法 

 

 本研究のモデル体系の妥当性は，複数時点のデータに

よって検証されるべきである 6)．本予測モデル体系には

大別して 2種類の誤差が生じうる．第一に人口予測の誤

りによる誤差，第二に，拡大係数付与手法の仮定の誤り

による誤差である．この 2種類の誤差を区別できる検証

法は，以下のように実現できる． 

 将来人口の設定値として，(1)真値を与える場合と，

(2)過去の時点で利用できたデータを用いて推定した予

測値を用いる場合の 2つである． 

本研究では 1997年と 2012年の 2時点の熊本都市圏 PT

データで検証する．具体的には，「(1) 2012 年の人口の

真値を利用して，1997 年のマスターデータから拡大係

数付与手法を用いて 2012 年の将来マスターデータを推

計する方法」と，「(2) 1997 年時点で利用可能なデータ
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から 2012 年の人口を推計し，拡大係数付与手法を用い

て 2012 年の将来マスターデータを推計する方法」の 2

パターンで検証する(図-2)． 

 

 

図-2 提案手法の検証法 

 

 

6. おわりに 

 

 本研究では，将来人口分布に適合するように，現在の

PTマスターデータに拡大係数を付与し，将来のマスタ

ーデータを予測するという手法を利用することで，トリ

ップ・チェイン型利用者均衡配分の長期予測への展開例

を提案した．長期の予測モデルにおいても，トリップ・

チェインの特性を考慮し，交通混雑と需要変動の整合性

を考慮した簡易なモデルが構築できる．また，このモデ

ルの妥当性の検証方法も提示した． 

本稿では，概念の提示のみにとどまったが，発表会で

は，実際の計算事例を示したい．また，提案手法による

長期的な需要予測を利用して，将来都市圏の構造比較等

の政策分析例も提示したい． 
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